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2.16.2 増設多核種除去設備 

2.16.2.1 基本設計 

2.16.2.1.1 設置の目的 

 増設多核種除去設備は，『2.5 汚染水処理設備等』で処理した液体状の放射性物質の処理

を早期に完了させる目的から設置するものとし，汚染水処理設備の処理済水に含まれる放

射性核種（トリチウムを除く）を『東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の

保安及び特定核燃料物質の防護に関して必要な事項を定める告示』に定める周辺監視区域

外の水中の濃度限度（以下，「告示濃度限度」という。）を下回る濃度まで低減する。 

 なお，増設多核種除去設備の性能を確認する試験（以下，「確認試験」という。）におい

て，増設多核種除去設備が上記性能を有する設備であることについて確認した。 

 

2.16.2.1.2 要求される機能 

『2.16.1 多核種除去設備 2.16.1.1.2「要求される機能」』に同じ。 

 

2.16.2.1.3 設計方針 

『2.16.1 多核種除去設備 2.16.1.1.3「設計方針」』に同じ。 

 

2.16.2.1.4 供用期間中に確認する項目 

増設多核種除去設備処理済水に含まれる除去対象の放射性核種濃度（トリチウムを除く）

が告示濃度限度未満であること。 

 

2.16.2.1.5 主要な機器 

増設多核種除去設備は，３系列から構成し，各系列は前処理設備と多核種除去装置で構

成する。さらに共通設備として，前処理設備及び多核種除去装置へ薬品を供給する薬品供

給設備，処理済水のサンプリング,多核種処理水タンクへ移送する多核種移送設備，放射性

物質を吸着した吸着材等を収容して貯蔵する高性能容器，増設多核種除去設備の運転監視

を行う監視・制御装置，電源を供給する電源設備等で構成する。また，装置の処理能力を

確認するための試料採取が可能な構成とする。 

増設多核種除去設備の除去対象とする核種は，『2.16.1 多核種除去設備 添付資料－６』

と同じとする。 

 増設多核種除去設備の主要な機器は，免震重要棟集中監視室またはシールド中央制御室

の監視・制御装置により遠隔操作及び運転状況の監視を行う。更に，特に重要な運転操作

についてはダブルアクションを要する等の設計とする。また，増設多核種除去設備の設置

エリアには，エリア放射線モニタを設置し，放射線レベルを監視する。 

増設多核種除去設備で処理された水は，処理済水貯留用のタンクで貯留する。 
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(1) 前処理設備 

前処理設備は，多核種除去装置での吸着材によるストロンチウムの除去を阻害するマグ

ネシウム，カルシウム等の２価の金属を炭酸塩沈殿処理により除去することを目的とし，

炭酸ソーダと苛性ソーダを添加する。 

炭酸塩沈殿処理による生成物は，クロスフローフィルタにより濃縮し，高性能容器に排

出する。 

 

(2) 多核種除去装置 

多核種除去装置は，１系列あたり１８塔の吸着塔で構成する。 

多核種除去装置は，除去対象核種に応じて吸着塔に収容する吸着材の種類が異なってお

り，処理対象水に含まれるコロイド状及びイオン状の放射性物質を分離・吸着処理する機

能を有する。吸着塔に収容する吸着材の構成は，処理対象水の性状に応じて変更する。ま

た，吸着材は，所定の容量を通水した後，高性能容器へ排出する。 

なお，吸着塔は２塔分の増設が可能である。 

 

(3) 高性能容器（HIC；High Integrity Container） 

高性能容器は，使用済みの吸着材，沈殿処理生成物を収容するもので, 『2.16.1 多核

種除去設備』で使用する高性能容器と同じである。高性能容器の仕様及び健全性評価等を

『2.16.1 多核種除去設備 添付資料－５』に示す。 

使用済みの吸着材は，収容効率を高めるために脱水装置（SEDS；Self-Engaging 

Dewatering System）により脱水処理される。脱水した水は増設多核種除去設備の系統内

に移送する。 

沈殿処理生成物の高性能容器への移送は自動制御で行い，使用済みの吸着材の移送は現

場で状況を確認しながら手動操作によって行う。高性能容器への収容量は，水位センサに

て監視する。 

沈殿処理生成物及び使用済みの吸着材を収容した高性能容器は，使用済セシウム吸着塔

一時保管施設で貯蔵する。 

また，高性能容器は，取扱い時の落下による漏えいを防止するため，補強体等を取り付

ける。 

 

(4) 薬品供給設備 

薬品供給設備は，各添加薬液に対してそれぞれタンクを有し，沈殿処理や pH調整のた

め，ポンプにより薬品を前処理設備や多核種除去装置へ供給する。添加する薬品は，苛

性ソーダ，炭酸ソーダ，塩酸とするが，何れも不燃性であり，装置内での反応熱，反応

ガスも有意には発生しない。なお，炭酸ソーダについては，増設多核種除去設備の処理

済み水に粉体を溶解させ生成することも可能な設計とする。 
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(5) 多核種移送設備 

多核種移送設備は，増設多核種除去設備で処理された水を採取し，分析後の水を処理済

水貯留用のタンクに移送するための設備で，サンプルタンク，増設多核種除去設備用移送

ポンプおよび移送配管等で構成する。なお，増設多核種除去設備で処理された水は，サン

プルタンクをバイパスして処理済水貯留用のタンクに移送することも可能な構成となっ

ている。 

 

(6) 電源設備 

電源は，異なる２系統の所内高圧母線から受電できる構成とする。なお，電源が喪失

した場合でも，設備からの外部への漏えいは発生することはない。 

 

(7) 橋形クレーン 

高性能容器を取り扱うための橋形クレーンを設ける。 

 

(8) 増設多核種除去設備基礎 

  増設多核種除去設備基礎は，平面が約６１ｍ（南北方向）×約８１ｍ（東西方向），厚

さ約０．３ｍの鉄筋コンクリート造で，段丘堆積層に直接支持されている。 

なお，上屋は，地上高さが約１６ｍの鉄骨造で，構造上，基礎から独立した構造とな

っている。 

 

2.16.2.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

増設多核種除去設備は，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.約 28m以上

の場所に設置する。 

 

(2)  台風 

台風による設備の損傷を防止するため，建屋は建築基準法施行令に基づく風荷重に対し

て設計する。 

 

(3)  積雪 

積雪による設備の損傷を防止するため，建屋は建築基準法施行令および福島県建築基準

法施行規則細則に基づく積雪荷重に対して設計する。 

 

(4)  落雷 

 接地網を設け，落雷による損傷を防止する。 
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(5)  竜巻 

竜巻の発生の可能性が予見される場合は，設備の停止・隔離弁の閉止操作等を行い，汚

染水の漏えい防止及び漏えい水の拡大防止を図る。 

 

(6) 火災 

火災発生を防止するため，実用上可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する。また，

火災検知性を向上させるため，消防法基準に準拠した火災検出設備を設置するとともに，

初期消火のために近傍に消火器を設置する。さらに，避難時における誘導用のために誘導

灯を設置する。 
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2.16.2.1.7 構造強度及び耐震性 

(1)構造強度 

増設多核種除去設備を構成する主要な機器は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（平成２５年６月２８日原子力規制委員会規則第６号）」において，

廃棄物処理設備に相当すると位置付けられる。これに対する適用規格は，「JSME S NC-1 

発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「設計・建設規格」という。）で規定さ

れ，機器区分クラス３の規定を適用することを基本とする。設計・建設規格の適用が困難

な機器については，設計・建設規格適用品と同等の構造強度を有することを基本とする。

溶接部については,「JSME S NB-1 発電用原子力設備規格 溶接規格」（以下，「溶接規格」

という。) の規定を適用することを基本とし，一部の国内製作機器については，JISや高

圧ガス保安協会基準等に準拠する。また，一部の海外製作機器については，「欧州統一規

格（European Norm）」（以下，「EN規格」という。）、CODAP(仏国圧力容器規格)等に準拠す

る。 

なお，クラス３機器に該当しないその他の機器は，JIS等規格適合品を用いることとし，

ポリエチレン管は，JWWAまたは ISO規格に準拠する。 

また，原子力発電所での使用実績がない材料を使用する場合は，他産業での使用実績等

を活用しつつ，必要に応じて試験等を行うことで，経年劣化等の影響についての評価を行

う。 

 

(2) 耐震性 

増設多核種除去設備を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，「発電用原子

炉施設に関する耐震設計審査指針」のＢクラス相当の設備と位置づけられ，耐震性を評価

するにあたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」等に準拠する。なお，検

討用地震動および同津波対策に対する評価が必要な設備として抽出された機器等につい

ては，今後対策を講じる。 

 

2.16.2.1.8 機器の故障への対応 

(1) 機器の単一故障 

増設多核種除去設備は，３つの処理系列を有し，電源についても多重化している。その

ため，動的機器，電源系統の単一故障が発生した場合においても，その他の処理系列の運

転による処理が可能である。 

 

(2) 高性能容器の落下 

万一の高性能容器からの漏えい時の対応として，回収作業に必要な吸引車等を配備し，

吸引車を操作するために必要な要員を確保する。また，漏えい回収訓練及び吸引車の点

検を定期的に行う。 
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2.16.2.2  基本仕様 

2.16.2.2.1 系統仕様 

(1) 増設多核種除去設備 

処理方式 沈殿方式＋吸着材方式 

処理容量・処理系列 250m3/日 /系列×3系列 ※ 

 

 

2.16.2.2.2 機器仕様 

(1) 容器  

ａ．処理水受入タンク 

名    称 処理水受入タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 25 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

 胴 板 厚 さ mm 9 

 下 部 鏡 板 厚 さ mm 9 

 高     さ mm 4740 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 2 

 

ｂ．共沈タンク 

名    称 共沈タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 5 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

 胴  内  径 mm 1750 

 胴 板 厚 さ mm 6 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 6 

 高     さ mm 4257 

材

料

料 胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 1（1系列あたり） 

※ 構内に貯留している RO 濃縮塩水を早期に処理するため，運用上可能な 

範囲（最大で 1.1 倍程度）において処理量を増加して運転する。 
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ｃ．供給タンク 

名    称 供給タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 5 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

 胴  内  径 mm 1750 

胴 板 厚 さ mm 6 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 3837 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個 数 個 1（1系列あたり） 

 

ｄ．吸着塔入口バッファタンク 

名    称 吸着塔入口バッファタンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 6 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 2000 

胴 板 厚 さ mm 6 

底 板 厚 さ mm 20 

高     さ mm 2826 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

底      板  － SUS316L 

個      数 個 1（1系列あたり） 
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ｅ．多核種吸着塔１～１８ 

名    称 多核種吸着塔１～５ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1054 

胴 板 厚 さ mm 18 

上部・下部鏡板厚さ mm 20 

 高     さ mm 2550 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

鏡 板 － SUS316L 

個      数 個 5（1系列あたり） 

 

名    称 多核種吸着塔６～１４ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1050 

胴 板 厚 さ mm 16 

さら形ふた板厚さ mm 16 

 下 部 鏡 板 厚 さ mm 16 

高     さ mm 2553 

材 

料 

胴 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

さ ら 形 ふ た 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

個      数 個 9（1系列あたり） 
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名    称 多核種吸着塔１５～１８ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 2.4 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1350 

胴 板 厚 さ mm 16 

さら形ふた板厚さ mm 19 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 19 

高      さ mm 3011 

材

料 

胴 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

さ ら 形 ふ た 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

個      数 個 4（1系列あたり） 

 

f．移送タンク 

名    称 移送タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 27 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

胴 板 厚 さ mm 9 

底 板 厚 さ mm 22 

高     さ mm 4131 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

底      板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 2 
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ｇ．サンプルタンク（増設多核種除去設備用処理済水一時貯留タンク） 

名    称 サンプルタンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1235 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

主

要

寸

法 

胴 内 径 mm 11000 

胴 板 厚 さ mm 12 

底 板 厚 さ mm 12 

高 さ mm 13000 

材

料 

胴 板 － SM400C 

底 板 － SM400C 

個      数 個 3 

 

h. 炭酸ソーダ溶解槽 

名    称 炭酸ソーダ溶解槽 

種       類 － 角形 

容       量 m3/個 1.3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

内     寸 mm 1188 × 1188 

側 板 厚 さ mm 6 

底 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 1200 

材

料 

側      板 － SS400・内面ゴムライニング 

底      板  － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 3 
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i. 炭酸ソーダ貯槽 

名    称 炭酸ソーダ貯槽 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 33 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

胴 板 厚 さ mm 9 

底 板 厚 さ mm 22 

高     さ mm 5022 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

底      板  － SUS316L 

個      数 個 2 
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(2) ポンプ 

ａ．供給ポンプ１（完成品） 

台  数 1台（1系列あたり） 

容  量 10.5 m3/h 

 

ｂ．供給ポンプ２（完成品） 

台  数 1台（1系列あたり） 

容  量 11.0 m3/h 

 

ｃ．循環ポンプ（完成品） 

台  数 1台（1系列あたり） 

容  量 313 m3/h 

 

ｄ．ブースタポンプ１（完成品） 

台  数 1台（1系列あたり） 

容  量 11.0 m3/h 

 

ｅ．ブースタポンプ２（完成品） 

台  数 1台（1系列あたり） 

容  量 11.5 m3/h 

 

ｆ．移送ポンプ（完成品） 

台  数 2台 

容  量 35 m3/h 

 

 ｇ．増設多核種除去設備用移送ポンプ（完成品） 

台  数 2台 

容  量 50 m3/h 

 

h．炭酸ソーダ溶解槽移送ポンプ（完成品） 

台  数 3台 

容  量 1.8 m3/h 

 

ｉ．炭酸ソーダ貯槽 1供給ポンプ（完成品） 

台  数 3台 

容  量 0.2 m3/h  
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ｊ．炭酸ソーダ貯槽２移送ポンプ（完成品） 

台  数 2台 

容  量 20 m3/h 

 

(3) その他機器 

ａ．クロスフローフィルタ 

台  数 6台（1系列あたり） 

 

ｂ．出口フィルタ 

台  数 1台（1系列あたり） 
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(4) 配管 

主要配管仕様 

名 称 仕 様 

ＲＯ後濃縮塩水系受タンク移送流路分
岐部から処理水受入タンク入口まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 

処理水受入タンク出口から 
共沈タンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
50A/Sch.40 
32A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

共沈タンク出口から 
供給タンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

供給タンク出口から 
クロスフローフィルタ循環ラインまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
32A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

クロスフローフィルタ循環ライン 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A/Sch.40 
150A/Sch.40 
200A/Sch.40 
250A/Sch.40 
300A/Sch.40 
300A相当/3mm 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

クロスフローフィルタ出口から 
吸着塔入口バッファタンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
50A/Sch.80 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 
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主要配管仕様 

名 称 仕 様 

吸着塔入口バッファタンク出口から 
多核種吸着塔５下流 塩酸供給点まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

32A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
1.37MPa 
60℃ 

多核種吸着塔５下流 塩酸供給点から 
移送タンクまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

32A/Sch.40 
50A/Sch.40 
50A/Sch.80 
80A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
1.37MPa 
60℃ 

移送タンク出口から 
サンプルタンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A/Sch.40 
65A/Sch.40 
80A/Sch.40 
100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 
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主要配管仕様 

名 称 仕 様 

サンプルタンク出口から 
多核種処理水貯槽，RO 濃縮水貯槽また
は Sr処理水貯槽まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
80A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

200A相当 
100A相当 
ポリエチレン 
静水頭 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 

増設多核種除去設備用移送ポンプスキ
ッドから 
増設多核種除去設備入口弁スキッドま
で 
（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 
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主要配管仕様 

名 称 仕 様 

移送ポンプ出口分岐部から 
炭酸ソーダ溶解槽まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
40A/Sch.40 
20A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

20A/Sch.40 
15A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

炭酸ソーダ溶解槽から 
炭酸ソーダ貯槽まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
40A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A/Sch.40 
40A/Sch.80 
15A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
 
最高使用温度 

40A相当 
PTFE 
静水頭 
0.5MPa 
60℃ 

炭酸ソーダ貯槽から 
共沈タンクまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A/Sch.40 
65A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
40A/Sch.40 
25A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A相当 
PTFE 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A相当 
PTFE 
0.5MPa 
60℃ 
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主要配管仕様 

名 称 仕 様 

炭酸ソーダ貯槽から 
多核種除去設備建屋入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A/Sch.40 
65A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A相当 
PTFE 
静水頭 
60℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

75A相当 
ポリエチレン 
0.5MPa 
60℃ 

※ 現場施工状況により，配管仕様（呼び径，厚さ，材質）の一部を使用しない場合がある。 

 

 

(5) 放射線監視装置 

放射線監視装置仕様 

項目 仕様 

名称 エリア放射線モニタ 

基数 2基 

種類 半導体検出器 

取付箇所 増設多核種除去設備設置エリア 

計測範囲 10-3 mSv/h ～ 101 mSv/h 

 

 

2.16.2.3 添付資料 

 添付資料－１： 全体概要図及び系統構成図 

 添付資料－２： 増設多核種除去設備基礎の構造強度に関する検討結果 

添付資料－３： 増設多核種除去設備の耐震性に関する説明書 

添付資料－４： 増設多核種除去設備の強度に関する説明書 

添付資料－５： 流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止に関する計算書 

添付資料－６： 工事工程表 

添付資料－７： 増設多核種除去設備の具体的な安全確保策 
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添付資料－８： 増設多核種除去設備の確認試験結果について 

添付資料－９： 増設多核種除去設備に係る確認事項 

 



添付資料－４ 
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増設多核種除去設備の強度に関する計算書 

 

1. 強度評価の方針 

増設多核種除去設備を構成する主要な機器及び主配管（鋼管）は，強度評価においては，「JSME 

S NC-1 電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「設計・建設規格」という。）のクラス３

機器またはクラス３配管に準じた評価を行う。 

 

 

2. 強度評価 

2.1 処理水受入タンク，共沈タンク，供給タンク 

2.1.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－１－１、図－１－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１－１ 処理水受入タンク 概要図    図－１－２ 共沈タンク，供給タンク 概要図 

 

図中の番号は，2.1.2 及び 2.1.3 の番号に対応する。 
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2.1.2 評価方法 

(1) 胴の厚さの評価 

開放タンクの胴に必要な厚さは、次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は 3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mm とする 

 

b. 胴の計算上必要な厚さ：ｔ2 

ｔ２：必要厚さ (mm) 

Ｄi：胴の内径 (m) 

Ｈ：水頭 (m) 

ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa) 

η：継手効率 (-) 

 

 

(2) 下部鏡板の厚さの評価 

さら形鏡板の場合で、中低面に圧力を受ける物については、下記式により計算した値以上の

厚さとする。 

a. 鏡板の計算上必要な厚さ：t 

ｔ：必要厚さ (mm) 

P：最高使用圧力 (MPa) 

R：鏡板の中央部における内面の半径 (mm) 

W：さら型鏡板の形状による係数 

η：継手効率(-) 

Ｓ：許容引張応力 (MPa)  

 

 

t2＝
Di・H・ρ

0.204・S・η

t＝
P・R・W

２S・η－0.2P
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(3) 管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 

Ｄi：管台の内径(m) 

Ｈ：水頭(m) 

ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa)  

η：継手効率(-) 

 

b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4) 胴の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよう

にすること。 

b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500mm を超える場

合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径の３

分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は必

要ない。 

c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上である

こと。 

 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.1.3 評価結果 

評価結果を表－１～２に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価し

ている。 

  

表－１－１ 処理水受入タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

処理水受入タンク 

１，２ 

（１）胴板の厚さ 3.00 7.27 

（２）下部鏡板の厚さ 0.98 6.00 

（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 4.35 

 

表－２－１ 共沈タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

共沈タンク 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 3.00 3.72 

（２）下部鏡板の厚さ 3.00 3.69 

（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 3.75 

（３）管台の厚さ（タイライン） 3.50 4.72 

（３）管台の厚さ（液入口） 2.40 2.40 

（３）管台の厚さ（苛性ソーダ入口） 2.20 2.20 

（３）管台の厚さ（炭酸ソーダ入口） 2.20 2.20 

（３）管台の厚さ（pH 計スキッド行き） 2.20 2.20 

（３）管台の厚さ（pH 計スキッド戻り） 1.70 1.90 

 

表－２－２ 共沈タンクの評価結果（胴の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

共沈タンク 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（４）胴 

（タイライン） 

補強に必要な面積 

（mm2） 

補強に有効な総面積 

（mm2） 

40.95 663.63 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

583.33 167.20 

溶接部の負うべき荷重 

（N） 

予想される破断箇所の 

強さ（N） 

-47353 － ※１ 

※１ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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表－３－１ 供給タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

供給タンク 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 3.00 3.72 

（２）下部鏡板の厚さ 3.00 3.69 

（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 3.75 

（３）管台の厚さ（タイライン） 3.50 4.72 

（３）管台の厚さ 

（クロフフローフィルタ戻り） 
2.20 2.20 

（３）管台の厚さ（デカント水戻り） 2.20 2.20 

 

表－３－２ 供給タンクの評価結果（胴の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

供給タンク 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（４）胴 

（タイライン） 

補強に必要な面積 

（mm2） 

補強に有効な総面積 

（mm2） 

48.54 656.11 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

583.33 167.20 

溶接部の負うべき荷重 

（N） 

予想される破断箇所の 

強さ（N） 

-45765 － ※２ 

※２ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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2.2 吸着塔 

2.2.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸着塔Ⅰ型 ：多核種吸着塔１～５ 

吸着塔Ⅱ型 ：多核種吸着塔６～１４ 

吸着塔Ⅲ型 ：多核種吸着塔１５～１８ 

 

 

 

 

 

図－２ 吸着塔 概要図 

図中の番号は，2.2.2，2.2.3 の番号に対応する。 
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2.2.2 評価方法 

(1) 胴の厚さの評価 

胴に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られたものにあっては 3mm，その他の材料で作られた

ものにあっては 1.5mm とする。 

 

b. 内面に圧力を受ける胴の必要厚さ：ｔ2 

ｔ２：必要厚さ (mm) 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

Ｄi ：胴の内径 (mm) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率 (-) 

 

(2) 鏡板の厚さの評価 

さら形鏡板に必要な厚さは，以下で計算した値のうちいずれか大きい方の値とする。 

a. フランジ部：ｔ1 

ｔ1 ：必要厚さ (mm) 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

Ｄi ：胴の内径 (mm) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率 (-)  

 

b. 鏡板：ｔ2 

ｔ2 ：必要厚さ (mm) 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

R  ：鏡板の中央部における内面の半径 (mm) 

W ：さら型鏡板の形状による係数 (-) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率 (-) 

 

ここで，Ｗは以下の式により計算した値とする。 

 

R ：鏡板の中央部における内面の半径 (mm) 

r  ：さら形鏡板のすみの丸みの内半径 (mm) 

 

2・S・η－1.2・P
t2＝

Ｐ・Di

2・S・η－1.2・P
t1＝

Ｐ・Di

t2＝
P・R・W

２・S・η－0.2P

1 R
4 r

・　3+W＝
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(3) 管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

 

a. 内面に圧力を受ける管台：ｔ1 

ｔ1 ：必要厚さ (mm) 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

ＤO：管台の外径 (mm) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率 (-) 

 

b. 規格上必要な最小厚さ：ｔ2 

炭素鋼鋼管を使用する管台にあっては，管台の外径に応じて設計・建設規格 表

PVC-3610-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4) 鏡板の補強を要しない穴の最大径の評価 

鏡板の補強を要しない穴の最大径は，以下で計算した値のうちいずれかとする。 

a. 穴の径が 61mm 以下で，かつ，次の式により計算した値以下の穴。 

ｄｒ１：補強を要しない穴の最大径(mm) 

D   ：鏡板のフランジ部の外径 (mm) 

ｔc   ：鏡板の最少厚さ(mm) 

 

b. ａに揚げるものを除き，穴の径が 200ｍｍ以下で，かつ，設計・建設規格 図 PVD-3122-1

及び図 PVD-3122-2 により求めた値以下の穴。 

ｄｒ２：補強を要しない穴の最大径(mm) 

D   ：鏡板のフランジ部の外径 (mm) 

ｔc   ：鏡板の最少厚さ(mm) 

K   ：係数(-) 

 

ここで，Ｋは，さら形鏡板の場合，次の式により計算した値で，Ｋ＞０．９９のときは，

Ｋ＝０．９９とする。 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

D ：鏡板のフランジ部の外径 (mm) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率の値 (-) 

ｔc ：鏡板の最少厚さ(mm) 

 

t1＝
P・DO

2・S・η + 0.8・P

Ｋ＝
Ｐ・Ｄ

1.82Ｓ・η・ｔc

Ｄ－2・ｔｃ

4
ｄｒ１＝

ｄr2＝
3　Ｄtc(1-K)8.05
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(5) 鏡板の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよう

にすること。 

b. 大きい穴の補強を要しない最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500ｍｍを超える場

合は，500mm）以下および内径が 1500ｍｍを超える胴に設ける穴の径が胴の内径の３

分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は必

要ない。 

c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上である

こと。 

 

2.2.3 評価結果 

評価結果を表－４～６に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価し

ている。 

 

表－４－１ 吸着塔の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

多核種吸着塔 

１～５ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 9.57 14.80 

（２）上部・下部鏡板の厚さ 10.18 15.50 

（３）管台の厚さ（清掃口） 1.04 5.80 

（３）管台の厚さ（液出口） 0.38 2.40 

（３）管台の厚さ（液入口） 0.38 3.00 

（３）管台の厚さ（吸着材入口） 0.31 2.90 

（３）管台の厚さ（吸着材出口） 0.31 2.30 

（３）管台の厚さ（ベント） 0.31 2.90 
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表－４－２ 吸着塔の評価結果（鏡板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 
補強を要しない穴

の最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

吸着塔１～５ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（４）上部鏡板（清掃口） 165.50 165.20 ※３ 

（４）下部鏡板（液出口） 165.50 60.50 

（４）上部鏡板（液入口） 165.50 60.50 

（４）上部鏡板（吸着材入口） 165.50 48.60 

（４）下部鏡板（吸着材出口） 165.50 48.60 

（４）上部鏡板（ベント） 165.50 48.60 

※３ 管台の外径は 165.2mm であるものの，鏡板に加工する穴の径は最大 168.5mm で 

あり，補強を要しない穴の最大径を上回ることから鏡板の穴の補強計算を行う。 

 

表－４－３ 吸着塔の評価結果（鏡板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

吸着塔１～５ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（５）上部鏡板 

（清掃口） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

1.015×103 1.723×103 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

500.00 153.60 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-2.992×104 － ※４ 

※４ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 

 

表－５－１ 吸着塔の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

多核種吸着塔 

６～１４ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 8.44 13.60 

（２）さら形ふた板 6.50 11.70 

（３）下部鏡板の厚さ 9.02 11.80 

（４）管台の厚さ（清掃口） 3.80 5.80 

（４）管台の厚さ（液出口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（液入口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（吸着材入口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（吸着材出口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（ベント） 2.20 2.90 
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表－５－２ 吸着塔の評価結果（鏡板・さら形ふた板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 

補強を要しない

穴の最大径

（mm） 

穴の径 

（mm） 

多核種吸着塔 

６～１４ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（５）さら形ふた板（清掃口） 142.05 165.20 ※５ 

（５）下部鏡板（液出口） 142.98 60.50 

（５）さら形ふた板（液入口） 142.05 60.50 

（５）さら形ふた板（吸着材入口） 142.05 60.50 

（５）下部鏡板（吸着材出口） 142.98 60.50 

（５）さら形ふた板（ベント） 142.05 48.60 

※５ さら形ふた板の穴の補強計算を行う 

 

表－５－３ 吸着塔の評価結果（さら形ふた板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

多核種吸着塔 

６～１４ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（６）さら形ふた板 

（清掃口） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

610.5 1.438×103 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

437.00 153.60 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所の強さ

（N） 

-6.530×104 － ※６ 

※６ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 

 

表－６－１ 吸着塔の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

多核種吸着塔 

１５～１8 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 10.85 13.60 

（２）さら形ふた板 8.36 14.40 

（３）下部鏡板の厚さ 11.60 14.60 

（４）管台の厚さ（清掃口） 3.80 5.80 

（４）管台の厚さ（液出口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（液入口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（吸着材入口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（吸着材出口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（ベント） 2.20 2.90 
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表－６－２ 吸着塔の評価結果（鏡板・さら形ふた板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 

補強を要しない

穴の最大径

（mm） 

穴の径 

（mm） 

多核種吸着塔 

１５～１8 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（５）さら形ふた板（清掃口） 162.41 165.20 ※７ 

（５）下部鏡板（液出口） 164.21 60.50 

（５）さら形ふた板（液入口） 162.41 60.50 

（５）さら形ふた板（吸着材入口） 162.41 60.50 

（５）下部鏡板（吸着材出口） 164.21 60.50 

（５）さら形ふた板（ベント） 162.41 48.60 

※７ さら形ふた板の穴の補強計算を行う 

 

表－６－３ 吸着塔の評価結果（さら形ふた板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

多核種吸着塔 

１５～１8 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（６）さら形ふた板 

（清掃口） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

784.9 1.687×103 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

500.00 153.60 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-7.203×104 － ※８ 

※８ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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2.3 吸着塔入口バッファタンク，移送タンク，サンプルタンク 

2.3.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の番号は，2.3.2，2.3.3 の番号に対応する。 

図－３ 吸着塔入口バッファタンク，移送タンク 概要図 

 

 

2.3.2 評価方法 

(1) 胴の厚さの評価 

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は 3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mm とする。 

 

b. 胴の計算上必要な厚さ：ｔ2 

ｔ２：必要厚さ (mm) 

Ｄi ：胴の内径 (m) 

Ｈ ：水頭 (m) 

ρ ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ ：許容引張応力(MPa) 

η ：継手効率 (-) 

t2＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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c. 胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ3 

胴の内径が 5m を超えるものについては，胴の内径の区分に応じ設計・建設規格 表

PVC-3920-1 より求めた胴の厚さとする。 

 

(2) 底板の厚さの評価 

地面，基礎等に直接接触する開放タンクの底板の厚さは，3mm 以上であること。 

 

(3) 管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 

Ｄi：管台の内径(m) 

Ｈ：水頭(m) 

ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa)  

η：継手効率(-) 

 

b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4) 胴の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよう

にすること。 

b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500mm を超える場

合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径の３

分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は必

要ない。 

c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上である

こと。 

 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.3.3 評価結果 

評価結果を表－７～９に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価し

ている。 

 

表－７－１ 吸着塔入口バッファタンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最少厚さ

（mm） 

吸着塔入口バッファ

タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴の厚さ 1.50 3.48 

（２）底板の厚さ 3.00 17.80 

（３）管台の厚さ（液出口） 2.40 3.91 

 

表－７－２ 吸着塔入口バッファタンクの評価結果（胴板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 

補強を要しな

い穴の最大径

（mm） 

穴の径 

（mm） 

吸着塔入口バッファ

タンクＡ，Ｂ，Ｃ 
（４）胴（液出口） 85.00 85.00 以下 

 

 

表－８－１ 移送タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最少厚さ

（mm） 

移送タンク１．２ 

（１）胴の厚さ 3.00 7.47 

（２）底板の厚さ 3.00 20.35 

（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 3.91 

 

表－８－２ 移送タンクの評価結果（胴板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 

補強を要しな

い穴の最大径

（mm） 

穴の径 

（mm） 

移送タンク１．２ （４）胴（液出口） 85.00 85.00 以下 
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表－９－１ サンプルタンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最少厚さ

（mm） 

サンプルタンク 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴の厚さ 11.7 12.0 

（２）底板の厚さ 3.0 12.0 

（３）管台の厚さ（100A） 3.5 6.0 

（３）管台の厚さ（200A） 3.5 8.2 

（３）管台の厚さ（650A） 3.5 12.0 

 

 

表－９－２ サンプルタンクの穴の補強評価結果 

機器名称 管台口径 評価部位 
補強に必要

な面積[mm2] 

補強に有効

な総面積

[mm2] 

サンプルタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

100A 管台 724 1616 

200A 管台 1411 3195 

650A 管台 4466 10840 

 

表－９－３ サンプルタンクの強め材の取付け強さ 

機器名称 
管台 

口径 

溶接部の負

うべき荷重 
予想される破断箇所の強さ 

Ｗ 

[N] 

Ｗ1 

[N] 

Ｗ2 

[N] 

Ｗ3 

[N] 

Ｗ4 

[N] 

Ｗ5 

[N] 

Ｗ6 

[N] 

サンプルタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

100A 37367.82 154937 278514 119886 199587 234638 243463 

200A 63939.66 342042 570661 300675 402159 443526 529294 

650A 167003.76 1412331 2016618 1600574 1641873 1453630 2204861 

 

 

 

 

 

2.4 主配管 

2.4.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－４に示す。 
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Ａ系列と同様

④

配管概略図（２／１２～５／１２）

図－４ 配管概略図（１／１２）

⑤

⑤

④

②
③

④

④

④

②
③

Ａ系列

Ｂ系列

Ａ系列と同様

Ｃ系列

Ｆ

処理水
受入タンク２

Ｆ

多核種除去設備
配管概略図（１／１８）
より

①

① ①

① ①

①① ②

②

④

配管概略図（６／１２）
移送タンク１へ

配管概略図（６／１２）
移送タンク２へ

⑤

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

供給ポンプ１Ｂへ

供給ポンプ１Ｃへ

⑤

出口フィルタＣより

出口フィルタＢより

供給ポンプ１Ａへ

出口フィルタＡより

処理水
受入タンク１

PE

多核種除去設備
配管概略図（１／１８）
より

PE
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図－４ 配管概略図（２／１２）

共沈
タンクＡ

供給ポンプ１Ａ

⑥④④

供給
タンクＡ

⑦

Ｆ Ｆ
Ｆ

⑨

⑩

⑧

⑭

⑨

⑮ ⑮

⑨

⑨

⑨

⑨ ⑨

⑮

⑨

⑨

⑨ ⑨

⑨

供給ポンプ２Ａ

クロスフロー
フィルタ１Ａ

クロスフロー
フィルタ２Ａ

クロスフロー
フィルタ３Ａ

クロスフロー
フィルタ４Ａ

クロスフロー
フィルタ６Ａ

クロスフロー
フィルタ５Ａ

配管概略図（３／１２）
吸着塔入口バッファタンクへ

④

Ｆ

④

④

⑨

⑮

Ｆ

⑨

⑮
⑫

配管概略図（１／１２）
処理水受入タンクより

循環ポンプＡ

⑨

⑬ ⑭

⑪*

⑯

⑨⑨
⑨

⑯*

⑯

⑯*

⑯

⑯

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

㉛㉛㉛

注記＊：管継手

配管概略図（１２／１２）
炭酸ソーダ貯槽より

㉞
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吸着塔入口
バッファ
タンクＡ

配管概略図（２／１２）
クロスフローフィルタＡより

ブースターポンプ１Ａ

多核種
吸着塔１Ａ

多核種
吸着塔２Ａ

多核種
吸着塔３Ａ

多核種
吸着塔４Ａ

多核種
吸着塔５Ａ

⑧

⑨

⑱ ⑲ ⑱ ⑱

⑱

⑱
⑱

⑱

⑱
⑱

⑱

⑱ ⑱

⑱

⑱

⑱

⑱ ⑱

⑱

⑱

⑱⑱

⑤ ⑳

⑱

塩酸供給

⑱

⑱

⑤
配管概略図（４／１２）
多核種吸着塔６Ａへ

図－４ 配管概略図（３／１２）

⑰

⑱

⑱ ⑱

⑱

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。
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多核種
吸着塔６Ａ

多核種
吸着塔８Ａ

多核種
吸着塔９Ａ

多核種
吸着塔１０Ａ

多核種
吸着塔１１Ａ

⑤ ⑤

⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤

⑤
⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

ブースターポンプ２Ａ

⑤ ⑤ ⑤

⑤

⑤

配管概略図（５／１２）
多核種吸着塔１２Ａへ

図－４ 配管概略図（４／１２）

配管概略図（３／１２）
多核種吸着塔５Ａより

⑤ ⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤

⑤
⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

㉑

多核種
吸着塔７Ａ
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 多核種
吸着塔１２Ａ

多核種
吸着塔１３Ａ

多核種
吸着塔１４Ａ

⑤ ⑤

⑤

⑤

配管概略図（１／１２）
移送タンク１へ

出口フィルタＡ

配管概略図（４／１２）

ブースター
ポンプ２Ａより

⑤
⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤

⑤
⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤
⑤

⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤

⑤

Ｆ

配管概略図（１／１２）
移送タンク２へ

図－４ 配管概略図（５／１２）

⑤

⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

多核種
吸着塔１５Ａ

多核種
吸着塔１６Ａ

多核種
吸着塔１７Ａ

多核種
吸着塔１８Ａ
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図－４ 配管概略図（７／１２）

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

配管概略図（６／１２）

増設多核種除去

設備用移送ポンプより

多核種処理水貯槽へ

多核種除去設備
処理済水移送ポンプ（Ａ）より

多核種除去設備
処理済水移送ポンプ（Ｂ）より

多核種処理水貯槽へ

配管概略図（８／１２）

多核種処理水貯槽へ

配管概略図（９／１２）

多核種処理水貯槽へ

PE

配管概略図（１０／１２）

多核種処理水貯槽へ

PE

配管概略図（１１／１２）

多核種処理水貯槽へ

PE

PE

PE
PE

PE

PE

PE1

1

1

多核種処理水
貯槽

(J4エリア
(E))

多核種処理水
貯槽

(J6エリア
(C))

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す
配管構成は変更となる場合がある

多核種処理水
貯槽

(J7エリア
(A))

多核種処理水
貯槽

(J7エリア
(D))

PE

PE

PE PE

PEPEPE

PE PE PEPE

PE

PE

高性能多核種除去設備配管概略図（８／１２）へ

又は高性能多核種除去設備配管概略図（８／１２）より

PE

PE
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図－４ 配管概略図（８／１２）

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

PE PE PE

PE PE

配管概略図（７／１２）

処理済水移送配管より

多核種処理水
貯槽

(H1エリア
(F))

多核種処理水

貯槽
(H1エリア

(C))

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す
配管構成は変更となる場合がある

多核種処理水

貯槽
(H1東エリア

(A))

PE

PE
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図－４ 配管概略図（９／１２）

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

配管概略図（７／１２）

処理済水移送配管より

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す
配管構成は変更となる場合がある

PE PE

PE

多核種処理水

貯槽
(H2エリア

(C))

多核種処理水

貯槽
(H2エリア

(A))

多核種処理水

貯槽
(H2エリア

(F))

多核種処理水

貯槽
(H2エリア

(L))

PE

PE PE

PEPE

多核種処理水

貯槽
(H4北エリア

(B))

多核種処理水

貯槽
(H4北エリア

(D))

多核種処理水

貯槽
(H4南エリア

(E))

多核種処理水

貯槽
(H4南エリア

(C))

PE

PEPE

PE

多核種処理水
貯槽

(H6(Ⅱ)エリア
(B))

多核種処理水
貯槽

(H6(Ⅰ)エリア
(A))

PE PE

多核種処理水

貯槽
(H3エリア

(A))

PE

PE
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図－４ 配管概略図（１０／１２）

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す

配管構成は変更となる場合がある

PE PE

多核種処理水
貯槽

(J2エリア
(M))

多核種処理水
貯槽

(J2エリア
(A))

高性能多核種除去設備

配管概略図（１０／１２）へ

又は高性能多核種除去設備

配管概略図（１０／１２）より

配管概略図（７／１２）

処理済水移送配管より

PE PE

PE PE PE PE PE

多核種処理水
貯槽

(H5エリア
(A))

多核種処理水
貯槽

(H5エリア
(C))

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

PE PE

多核種処理水
貯槽

(B南エリア
(A))

PE

多核種処理水
貯槽

(G1エリア
(A))

多核種処理水
貯槽

(G1エリア
(B))

多核種処理水
貯槽

(G1エリア
(E))

PE

PE PE

多核種処理水
貯槽

(Bエリア
(E))

PE

多核種処理水
貯槽

(Bエリア
(D))

PE

多核種処理水
貯槽

(Bエリア
(B))

PE

多核種処理水
貯槽

(G4南エリア
(C))

多核種処理水
貯槽

(G4南エリア
(A))

PE

多核種処理水
貯槽

(G6エリア
(D))

多核種処理水
貯槽

(G6エリア
(B))

PE PE

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(A1))

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(A2))

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(B1))

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(B3))

多核種処理水
貯槽

(G1南エリア
(A))

多核種処理水
貯槽

(G1南エリア
(C))

PE PE

PE

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(C2))

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(C1))

PEPE

PE
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図－４ 配管概略図（１１／１２）

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

PE PE

PE

PE

配管概略図（７／１２）

処理済水移送配管より

PE

多核種処理水
貯槽

(J4エリア
(K))

多核種処理水
貯槽

(J3エリア
(B))

多核種処理水
貯槽

(J3エリア
(E))

多核種処理水
貯槽

(J3エリア
(F))

多核種処理水
貯槽

(J4エリア
(B))

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す
配管構成は変更となる場合がある
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図－４ 配管概略図（１２／１２）

配管概略図（２/１２）
共沈タンクＡへ

炭酸ソーダ
溶解槽１

炭酸ソーダ
溶解槽１
移送ポンプ

炭酸ソーダ
溶解槽２

炭酸ソーダ

溶解槽２
移送ポンプ

炭酸ソーダ
溶解槽３

炭酸ソーダ
溶解槽３
移送ポンプ

㉖

炭酸ソーダ
貯槽１

炭酸ソーダ
貯槽２

炭酸ソーダ貯槽１
供給ポンプＣへ

Ａ系列と同様

炭酸ソーダ貯槽１
供給ポンプＢへ

Ａ系列と同様

Ｆ

炭酸ソーダ貯槽１

供給ポンプＡ

共沈タンクＣへ

共沈タンクＢへ

配管概略図（６/１２）
移送ポンプ１,２より

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

㉖

Ｆ

⑧

Ｆ

Ｆ

⑧

⑧

記号凡例
ホ：耐圧ホース

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

㉜

㉜ ㉜㊶ ㊵

㉝ ㉝ ㉞ ㉞

㉞

㉞

㉞

㉞㉝㉝

㊵㉜㉜㊶

㉜

㉜

㊶ ㉜ ㉜ ㊵

ホ

ホ

ホ㉝ ㉝ ㉞

ホ

ホ

㉞

㉞
㉞

ホ

ホ

ホ ホ

㉞

㉞

㉞ ㊷

㊷

㊷

㊷

㉞ ㉟

ホ

㊱

㊱

㉟㉞

㉞ホ㉞㉞ ㊴㊳㊲

㊳ ㊸ ㊳㊳

炭酸ソーダ貯槽２
移送ポンプ１

炭酸ソーダ貯槽２
移送ポンプ２

多核種除去設備

配管概略図（１７/１８）へ

㊲ ホ ㊲ ㊳ ㊸ ㊳ ㊳ ㊳ ㊹ PE
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2.4.2 評価方法 

(1) 管の厚さの評価 

管の必要な厚さは，次に揚げる値のいずれか大きい方の値とする。 

a. 内面に圧力を受ける管 

ｔ1 ：必要厚さ (mm) 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

ＤO：管台の外径 (m) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率 (-) 

 

b. 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小必要厚さ：ｔ2 

設計・建設規格 PPD-3411（3）の表 PPD-3411-1 より求めた値 

 

 0.8・P・Ｓ・η

P・D
t O

1



２
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2.4.3 評価結果 

評価結果を表－９に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有していると

評価している。 

表－９ 配管の評価結果（管厚） 

 

 

 

No. 
外径 

（mm） 
材料 

最高使用 

圧力(MPa) 

最高使用 

温度（℃） 

必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

1 114.30 STPG370 0.98 40 3.40 5.25 

2 114.30 STPG370 0.98 60 3.40 5.25 

3 114.30 STPG370 静水頭 60 － 5.25 

4 60.50 STPG370 0.98 60 2.40 3.40 

5 60.50 STPG370 1.37 60 2.40 3.40 

6 42.70 STPG370 0.98 60 1.90 3.10 

7 165.20 SUS316L 静水頭 60 － 6.21 

8 60.50 SUS316L 静水頭 60 － 3.40 

9 60.50 SUS316L 0.98 60 0.28 3.40 

10 42.70 SUS316L 0.98 60 0.20 3.10 

11 76.30 SUS316L 0.98 60 0.35 4.55 

12 165.20 SUS316L 0.98 60 0.74 6.21 

13 139.80 SUS316L 0.98 60 0.63 5.77 

14 216.30 SUS316L 0.98 60 0.97 7.17 

15 267.40 SUS316L 0.98 60 1.20 8.13 

16 318.50 SUS316L 0.98 60 1.43 9.01 

17 60.50 SUS316L 0.98 60 0.28 4.81 

18 60.50 SUS316L 1.37 60 0.38 3.40 

19 42.70 SUS316L 1.37 60 0.27 3.10 

20 89.10 STPG370 1.37 60 3.00 4.81 

21 42.70 STPG370 1.37 60 1.90 3.10 

22 60.50 STPG370 1.37 60 2.40 4.81 

23 89.10 STPG370 静水頭 60 － 4.81 

24 89.10 STPG370 0.98 60 3.00 4.81 

25 76.30 STPG370 0.98 60 2.70 4.55 
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注１）継手類は JIS 等の規格品を適用することで、管に対し十分な厚さを有し、管の強度評価に包絡される。 

注２）管及び機器の取合箇所において、変位の吸収や着脱の必要性から強度計算の規格外となるホース類を適用する箇

所がある。これらについては配管の流体・圧力・温度条件に合致した十分実績のあるものを採用することで、必

要な強度を確保するものとする。 

 

 

 

 

 

No. 
外径 

（mm） 
材料 

最高使用 

圧力(MPa) 

最高使用 

温度（℃） 

必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

26 48.60 STPG370 0.98 60 2.20 3.20 

27 114.30 SUS316L 0.98 60 0.52 5.25 

28 114.30 SUS316L 0.98 40 0.51 5.25 

29 89.10 SUS316L 0.98 40 0.40 4.81 

30 60.50 SUS316L 0.98 40 0.27 3.40 

31 323.90 SUS316L 0.98 60 1.45 2.70 

32 27.20 SUS316L 0.98 60 0.21 2.61 

33 48.60 SUS316L 静水頭 60 － 3.20 

34 48.60 SUS316L 0.50 60 0.12 3.20 

35 48.60 SUS316L 0.50 60 0.12 4.46 

36 139.80 SUS316L 静水頭 60 － 5.77 

37 76.30 SUS316L 静水頭 60 － 4.55 

38 76.30 SUS316L 0.50 60 0.18 4.55 

39 34.00 SUS316L 0.50 60 0.08 2.90 

40 27.20 STPG370 0.98 60 1.70 2.40 

41 21.70 SUS316L 0.98 60 0.17 2.52 

42 21.70 SUS316L 0.50 60 0.05 2.52 

43 60.50 SUS316L 0.50 60 0.14 3.40 

44 89.10 SUS316L 0.50 60 0.21 4.81 
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2.5 炭酸ソーダ貯槽 

2.5.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の番号は，2.5.2，2.5.3の番号に対応する。 

図－５ 炭酸ソーダ貯槽 概要図 

 

2.5.2 評価方法 

(1)胴の厚さの評価 

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は 3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mmとする。 

 

b. 胴の計算上必要な厚さ：ｔ2 

ｔ２：必要厚さ (mm) 

Ｄi ：胴の内径 (m) 

Ｈ ：水頭 (m) 

ρ ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ ：許容引張応力(MPa) 

η ：継手効率 (-) 

 

c. 胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ3 

胴の内径が 5m を超えるものについては，胴の内径の区分に応じ設計・建設規格 表

PVC-3920-1 より求めた胴の厚さとする。 

(1)

(2)

(3)

(3)

(4),(5)

(4),(5)

t2＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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(2) 底板の厚さの評価 

地面，基礎等に直接接触する開放タンクの底板の厚さは，3mm 以上であること。 

 

(3) 管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 

Ｄi：管台の内径(m) 

Ｈ：水頭(m) 

ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa)  

η：継手効率(-) 

 

b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4) 胴の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよ

うにすること。 

b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500mm を超える

場合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径

の３分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計

算は必要ない。 

c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上であ

ること。 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.5.3 評価結果 

評価結果を表－１０に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価

している。 

 

表－１０－１ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 
最少厚さ（mm） 

炭酸ソーダ貯槽１ 

（１）胴の厚さ 1.50 6.87 

（２）底板の厚さ 3.00 19.60 

（３）管台の厚さ（１２５Ａ） 3.50 4.87 

（３）管台の厚さ（１００Ａ） 3.50 4.35 

炭酸ソーダ貯槽２ 

（１）胴の厚さ 1.50 6.87 

（２）底板の厚さ 3.00 19.60 

（３）管台の厚さ（６５Ａ） 2.70 3.65 

（３）管台の厚さ（１００Ａ） 3.50 4.35 

 

表－１０－２ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（胴板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 

補強を要しな

い穴の最大径

（mm） 

穴の径 

（mm） 

炭酸ソーダ貯槽１ 
（４）胴板（１２５Ａ） 85.00 85を超える※９ 

（４）胴板（１００Ａ） 85.00 85を超える※９ 

炭酸ソーダ貯槽２ 
（４）胴板（６５Ａ） 85.00 85.00以下 

（４）胴板（１００Ａ） 85.00 85を超える※９ 

※９ 胴板の穴の補強計算を行う 
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表－１０－３ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（胴の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

炭酸ソーダ貯槽１ （５）胴（１２５Ａ） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

87.58 1.130×103 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

1000 130.06 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-7.759×104 －※１０ 

炭酸ソーダ貯槽

１,２ 
（５）胴（１００Ａ） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

71.11 7.845×102 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

1000 105.60 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-6.294×104 －※１０ 

※１０ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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2.6 炭酸ソーダ溶解槽 

2.6.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－６に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の番号は，2.6.2，2.6.3の番号に対応する。 

図－６ 炭酸ソーダ溶解槽 概要図 

 

2.6.2 評価方法 

 （１）側板，底板の評価 

炭酸ソーダ溶解槽の側板の必要厚さは，等分布荷重，4 辺固定での最大曲げ応力

σmaxが材料の許容引張応力となる場合（S = σmax）の厚さを必要な厚さとして算出

する。 

 

ｔ ＝ a（β2・p / S）1/2 

p ＝ρ g Ｈ 

 

t ：最小必要厚さ（mm） 

a ：平板の短辺長さ（mm） 

β2：長方形板の最大応力の係数 

(機械工学便覧（第 5 章 平板の曲げ表 28）より) 

p ：等分布荷重（MPa） 

S ：許容引張応力（MPa） 

g ：重力加速度（9.80665m/s2） 

Ｈ ：水頭 (m) 

ρ ：液体の比重 

ただし，１未満の場合は１とする。 

 

 

(1)

(2)

(3)(3)

(4) (4)
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(2)底板の厚さの評価 

地面，基礎等に直接接触する開放タンクの底板の厚さは，3mm 以上であること。 

 

(3)管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 

Ｄi：管台の内径(m) 

Ｈ：水頭(m) 

ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa)  

η：継手効率(-) 

 

b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4)側板の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなる

ようにすること。 

b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の側板に設ける穴の径が側板の内径の２分の１（500mm を

超える場合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える側板に設ける穴の径

が側板の内径の３分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大

きい穴の補強計算は必要ない。 

c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上で

あること。 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.5.3 評価結果 

評価結果を表－１１に示す。必要厚さ等を満足しており、十分な構造強度を有すると

評価している。 

表－１１－１ 炭酸ソーダ溶解槽の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最少厚さ（mm） 

炭酸ソーダ溶解槽 

１，２，３ 

（１）側板の厚さ 2.11 5.5 

（２）底板の厚さ 3.0 5.5 

（３）管台の厚さ（液出口） 2.7 3.6 

（３）管台の厚さ（ヒータ取付座） 3.5 3.6 

 

表－１１－２ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（側板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

炭酸ソーダ溶解槽 

１，２，３ 

（４）側板（液出口） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

149.5 293.6 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

500 68.95 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-3.274×103 －※１１ 

（４）側板（ヒータ取付

座） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

176.5 286.0 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

500 81.76 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-4.828×103 －※１１ 

※１１ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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増設多核種除去設備の具体的な安全確保策 

 

 増設多核種除去設備で扱う液体は，放射性物質を含むことから，漏えい防止対策，放射

線遮へい・崩壊熱除去及び可燃性ガス滞留防止等について，具体的な安全確保策を以下の

通り定め，実施する。 

 

1. 放射性物質の漏えい防止等に対する考慮 

(1) 漏えい発生防止 

a. 増設多核種除去設備を構成する機器は，腐食による漏えい発生防止のため，液性等に

応じて，炭素鋼（内面ライニング），ステンレス鋼，ポリエチレン材等を採用する。

（別添－１） 

b. タンクには水位検出器を設け，オーバーフローを防止するため，インターロックの作

動によりポンプを停止する設計とする。 

c. 鋼材もしくはポリエチレンの継手部は，可能な限り溶接構造もしくは融着構造とする。

また，Ｇ１南，Ｈ５，Ｈ６（Ⅰ），Ｂ，Ｂ南，Ｈ３，Ｈ６（Ⅱ）エリアタンク設置に

伴い新設する移送配管は，漏えい堰等が設置されないフランジ構造の継手部について

シール材又は発泡剤の充填を実施し，Ｇ６，Ｇ１，Ｇ４南，Ｇ５エリアタンク設置に

伴い新設する移送配管は，供用の終了後に配管の水抜きを実施する。供用の終了後と

は，タンクが満水の状態となった後を示す。 

d. ポンプの軸封部は，漏えいし難いメカニカルシール構造とする。 

e. タンク増設に合わせて敷設する耐圧ホース，ポリエチレン管は設計・建設規格（JSME） 

に記載のない非金属材料である為，日本工業規格（JIS），日本水道協会規格（JWWA）， 

ISO規格，製品の試験データ等を用いて設計を行う。なお，耐圧ホース，ポリエチレ 

ン管の耐震性については，可撓性を有しており地震による有意な応力は発生しない。 

 

(2) 漏えい検知・漏えい拡大防止・混水防止 

a. 増設多核種除去設備は，スキッド毎に漏えいパン及び漏えい検知器を設け，漏えいを

早期に検知する。また，増設多核種除去設備設置エリアの最外周及び系統毎に，漏え

いの拡大を防止する堰及び漏えい検知器を設ける（図１）。トレーラヤードには，ス

ロープ堰を設置する。 

b. 漏えいを検知した場合には，免震重要棟集中監視室及びシールド中央制御室に警報を

発し，運転操作員によりカメラ，流量等の運転監視パラメータ等の状況を確認し，適

切な対応を図る。 

c. 漏えい水のコンクリートへの浸透を防止するため，増設多核種除去設備設置エリアに

は床塗装を実施する。 
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d. 漏えい堰等が設置されない移送配管等で継手部がフランジ構造となる場合には，漏え

い拡大防止カバーで覆った上で中に吸水シートを入れ，漏えい水の拡大防止に努める。 

e. 増設多核種除去設備の設置に伴い新規に敷設する屋外移送配管について，以下の対応

を行う。 

・ ポリエチレン管とポリエチレン管の接合部は漏えい発生を防止するため融着構造

とすることを基本とし，ポリエチレン管と鋼管の取合い等でフランジ接続となる箇

所については養生を行い，漏えい拡大防止を図る。また，処理対象水の移送配管は，

万一，漏えいしても排水路を通じて環境に放出することがないように，排水路から

可能な限り隔離するとともに，排水路を跨ぐ箇所はボックス鋼内等に配管を敷設す

る。さらに，ボックス鋼端部から排水路に漏えい水が直接流入しないように土嚢を

設ける。 

・ 移送配管から漏えいが確認された場合は，ポンプ等を停止し，系統の隔離及び土嚢

の設置等により漏えいの拡大防止を図る。 

・ 移送配管の更なる漏えい検知・漏えい拡大防止策について，速やかに検討し，RO

濃縮水処理によるリスク低減効果，漏えい拡大防止策の有効性や工期等を踏まえ，

可能なものから実施する。対策が完了するまでの間は，巡視点検による漏えい検知

を要員へ周知し，確実に実施する。 

f. サンプルタンクの本堰（コンクリート堰）高さは，堰の保有水量がタンク１基分の容

量以上となるよう確保する。 

g. タンク増設に合わせて、追加で敷設する屋外移送配管については、e.の措置に加えて、

以下の対応を行う。 

・ 移送配管は，使用開始までに漏えい確認等を実施し，施工不良等による大規模な漏

えいの発生を防止する。また，フランジ継手部は，ガスケットの経年劣化により微

小漏えいの発生が懸念されることから，架空化により視認性を向上させ，毎日の巡

視点検により漏えいの有無を確認する。 

 

2. 放射線遮へい・崩壊熱除去 

(1) 放射線遮へい（被ばくに対する考慮） 

a. 増設多核種除去設備からの放射線による雰囲気の線量当量率が 0.1mSv/h以下（放射

線業務従事者が作業を行う位置で，遮へい体を含む機器表面から 1mの位置）となる

よう適切な遮へいを設ける。また，最寄りの評価点(No.70)における直接線・スカイ

シャイン線の評価結果は年間約 0.03mSvとなる。 

評価点 年間線量（mSv/年） 

No.70 0.03 

（参考）No.66 0.024 

（参考）No.71 0.023 
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b. 通常運転時は，免震重要棟集中監視室及びシールド中央制御室から遠隔での監視及び

操作を可能とする。 

c. 保守作業時の放射線業務従事者の被ばく低減のため，機器の洗浄が行える構成とする。 

d. 増設多核種除去設備の運転操作等に係る放射線業務従事者以外の者が不要に近づく

ことがないよう，標識等を設ける。さらに，放射線レベルの高い区域は，標識を設け

放射線業務従事者の被ばく低減を図る。 

 

(2) 崩壊熱除去 

a. 処理対象水に含まれる放射性物質の崩壊熱は，通水時は処理水とともに熱除去される。 

b. 使用済みの吸着材あるいは沈殿処理生成物を収容する高性能容器の貯蔵時は，伝導，

対流，輻射により熱除去される。最も発熱量の大きい収容物を貯蔵する場合において

も，容器の健全性に影響を与えるものではない。（『2.16.1 多核種除去設備』添付

資料－5 別添－１参照） 

 

3. 可燃性ガスの滞留防止 

a. 増設多核種除去設備では，水の放射線分解により発生する可能性のある可燃性ガスは，

通水時は処理水とともに排出される。 

b. 増設多核種除去設備の運転停止時は，満水状態であれば可燃性ガスの滞留の可能性は

ないが，念のため吸着塔のベント弁を開操作し，可燃性ガスの滞留を防止する。なお，

増設多核種除去設備の建屋には，換気装置及び換気装置のための貫通箇所があり，可

燃性ガスが滞留し難い構造となっている。 

c. 使用済みの吸着材，沈殿処理生成物を収容する高性能容器は，発生する可燃性ガスの

濃度が可燃限界を超えないようベント孔を設ける（『2.16.1 多核種除去設備』添付

資料－5参照）。高性能容器内の可燃性ガスの水素濃度を評価した結果，約 2.3％程

度となり，可燃限界を超えることはない（別添－２）。 

 

4. 環境条件を踏まえた対応 

(1) 腐食 

増設多核種除去設備は，汚染水処理設備の処理済水を処理することから塩化物イオン濃

度が高く，また薬液注入によりｐＨが変動することから，耐腐食性を有する材料を選定す

る（別添－１）。 

 

(2) 熱による劣化 

熱による劣化が懸念されるポリエチレン管については，汚染水処理設備の処理済水の温

度がほぼ常温のため，劣化の可能性は十分低い。 
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(3) 凍結 

水を移送している過程では，凍結の恐れはない。水の移送を停止した場合，屋外に敷設

されているポリエチレン管等は，凍結による破損が懸念される。そのため，屋外敷設のポ

リエチレン管等に保温材を取り付ける。また，建屋内の配管については，40A以下の配管に

対し，保温，ヒータを設置する。 

今後，タンク増設に合わせて，追加で敷設する屋外移送配管については，凍結しない十

分な厚さ（100Aに対して 21.4mm以上）を確保した保温材を取り付ける。なお，保温材は，

高い気密性と断熱性を有する硬質ポリウレタン等を使用する。 

保温材厚さの設定の際には，「建設設備の凍結防止（空気調和・衛生工学会）」に基づ

き，震災以降に凍結事象が発生した外気温-8℃，内部流体の初期温度 5℃，保温材厚さ 21.4mm

の条件において，内部流体が 25％※凍結するまでに十分な時間（50時間程度）があること

を確認した。なお，震災以降の実測データから，外気温-8℃が半日程度継続することはな

い。 

 ※「JIS A 9501 保温保冷工事施工標準」において管内水の凍結割合を 25%以下と推奨 

 

(4) 耐放射線性 

ポリエチレンは，集積線量が 2×105Gyに達すると，引張強度は低下しないが，破断時の

伸びが減少する傾向を示す。ポリエチレン管の照射線量率を 1Gy/hと仮定すると，2×105Gy

に到達する時間は 2×105時間（22.8年）と評価される。そのため，ポリエチレン管は数年

程度の使用では放射線照射の影響を受けることはないと考えられる。 

なお，系統バウンダリを構成するその他の部品には，ガスケット，グランドパッキンが

あるが，他の汚染水処理設備等で使用実績のある材料を使用しており，数年程度の使用は

問題ない。 

 

(5) 紫外線 

屋外に敷設されているポリエチレン管等は，紫外線による劣化を防止するため，紫外線

防止効果のあるカーボンブラックを添加した保温材を取り付ける，もしくは，カーボンブ 

ラックを添加していない保温材を使用する場合は，カーボンブラックを添加した被覆材ま

たは紫外線による劣化のし難い材料である鋼板を取り付ける。 

 

5. その他 

(1) 処理済水の保管容量 

   多核種除去設備処理済水の保管容量は,半期毎に報告している「福島第一原子力発電

所１～４号機における滞留水貯留タンク増設計画」（平成 26年 4月 4日付）において,

地下水流入低減対策（地下水バイパス実施，サブドレン汲み上げ等）の実施により, 平

成 27年 3月末時点で，多核種除去設備処理水保有量約 52万 m3の想定に対し,多核種除
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去設備処理水貯槽容量を約 58万 m3確保する計画としており,必要な保管容量を確保し

ている。なお,必要に応じて多核種除去設備処理水貯槽の増設等を実施する。 

 

(2) 高性能容器の発生量 

増設多核種除去設備において，高性能容器（タイプ 2）は年間約 545基（高性能容器（タ

イプ 1）は年間約 498基）発生すると想定される（2016.1.1～2016.12.31 までの積算処理

量及び高性能容器の発生量を基に処理量 750m3/日×3系列運転（稼働率 80%）における年

間の高性能容器の発生数を評価）。 

高性能容器（タイプ 1）は，使用済セシウム吸着塔一時保管施設のうち，第二施設（保

管容量 736基）に保管する。2017.8.30現在，未使用の高性能容器（タイプ１）は 78基あ

り，新たな製作予定はない。 

高性能容器（タイプ 2）は，使用済セシウム吸着塔一時保管施設のうち，第二施設（保

管容量 736基）及び第三施設（保管容量 3,456 基）に保管する。 

なお，必要に応じて使用済セシウム吸着塔一時保管施設を増設する。 

 

(3) 増設多核種除去設備設置エリアにおける高性能容器の落下対策 

高性能容器の落下試験で健全性が確認された範囲で取り扱うため，増設多核種除去設備

設置エリアでは，以下の落下対策を実施する。 

a. 傾斜落下防止架台 

・ トレーラエリアに門型の傾斜落下防止架台を設け，移動ルートを制限することによ

り，傾斜落下の可能性を排除する。 

b. クレーン上下方向，東西南北方向の移動制限 

・ 高性能容器の落下試験で健全性が確認された落下高さ，落下姿勢で取扱うため,リ

ミットスイッチによりクレーン上下方向の移動範囲，東西南北方向の移動範囲を制

限する。（図３） 

 

また，万一の高性能容器の落下破損時における漏えい物回収作業での放射線業務従事者 

の被ばく線量は，『2.16.1 多核種除去設備 添付資料－７ 高性能容器落下破損時の漏え

い物回収作業における被ばく線量評価』に示す通りである。また,増設多核種除去設備エリ

アから一時保管施設までの高性能容器の移送についても,多核種除去設備エリアにおける

作業と同様の管理（トレーラ上に高性能容器を収容する遮へい体を設置することにより放

射線業務従事者の被ばくを低減，遮へい体の固縛により高性能容器の車両上からの落下・

転倒を防止等）を実施する。 
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6. 多核種除去設備において確認された不具合事象の対応 

多核種除去設備でこれまでに確認された不具合事象の増設多核種除去設備への対応を以

下に記す。また,多核種除去設備で今後発生する不具合についても,適宜対策を反映してい

く。 

 

(1) 誤操作による連続処理停止事象 

  運転データ取得のため，運転操作員が監視制御画面（タッチパネル）を操作したとこ

ろ，機器の「選択操作」を誤り設備が自動停止した。対策としてシングルアクションと

なっていた「選択操作」をダブルアクションとなるようソフト変更を行っており，増設

多核種除去設備においても同様に「選択操作」をダブルアクションとする設計とする。 

 

(2) バックパルスポットからの漏えい事象 

  バックパルスポットのシリンダシール部，軸シール部からの微小にじみによる炭酸塩

の析出及び固着により，バックパルスポットの動作不良等が発生した。対策として軸シ

ールの多重化等によるシール性を向上させた改良型バックパルスポットに交換しており，

増設多核種除去設備においても同様に改良型バックパルスポットを採用する。 

 

(3) バッチ処理タンクからの漏えい事象 

  バッチ処理タンクからの漏えいが確認された原因は，当該材料である SUS316L材のす

き間腐食（生成した鉄沈殿物がタンク内に堆積・付着することによるすき間環境の形成

及び薬液注入（次亜塩素酸）等による腐食環境の促進）と推定した。対策として次亜塩

素酸の注入の停止，バッチ処理タンクへのゴムライニング施工及びすき間腐食の発生の

可能性があるフランジに対しガスケット型犠牲陽極等を施工した。増設多核種除去設備

では以下の対応を実施する。 

・次亜塩素酸の注入の停止 

・中性領域の機器は，ゴムライニングを施工 

・アルカリ領域の機器は，SUS316L材を採用するが,活性炭を収容する吸着塔は腐食電位

の上昇が懸念されるため、吸着塔廻りのフランジにガスケット型犠牲陽極を施工 

 

(4) クロスフローフィルタからのスラリー透過事象 

  クロスフローフィルタ（以下，「CFF」という。）のガスケット（PTFE製）がβ線照射

により脆化し，逆洗時の圧力脈動等によって欠損・傷が発生したことで，ストロンチウ

ムを含む炭酸塩スラリーが下流側へ流出し，出口水に高い放射能濃度が確認された。対

策として当該ガスケットを耐放射線性に優れる合成ゴム（EPDM）へ変更した CFFへ交換

しており，増設多核種除去設備においても，同様の対応を実施する。 
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また，多核種除去設備下流側まで高い放射能濃度の水が流出したことを受け，増設多

核種除去設備では，以下の汚染拡大防止対策を図る（別添－３）。 

・多核種移送設備（サンプルタンク，増設多核種除去設備用移送ポンプ）の導入 

・サンプルタンクが万一汚染した場合の再処理ラインの設置 

・当面の間，炭酸塩スラリーの透過がないことを，クロスフローフィルタ出口において

Ca 濃度を測定することで確認 

 

 

 

 
図１ 堰及び漏えい検出装置 
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図３ 増設多核種除去設備 HIC 用クレーンの動作概要図 

 

処理水入口 
ベント ベント 

処理水入口 
処理水入口 

ベント 

処理水出口 処理水出口 処理水出口 

ａ． 吸着塔１～５概要図 ｂ． 吸着塔６～１４概要図 ｃ． 吸着塔１５～１８概要図 

図２ 吸着塔概要図 

転倒防止架台

HIC動線

HIC動線に応じたクレーン高さの制限高さ

（HIC落下試験条件範囲内）

クレーンフックの可動範囲

転倒防止架台

HIC動線

HIC動線に応じたクレーン高さの制限高さ

（HIC落下試験条件範囲内）

クレーンフックの可動範囲
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別添－１ 

 

増設多核種除去設備に使用する材料の適合性評価 

 

1. はじめに 

増設多核種除去設備は，処理対象水（RO濃縮塩水）の性状から，系統内の塩化物イオ

ン濃度が高く，また，前処理設備等での薬液注入によりｐＨが変動する。そのため，増設

多核種除去設備の使用環境における材料の適合性について評価を実施した。 

 

2. 使用環境における材料の適合性について 

増設多核種除去設備を構成する主な機器の材料選定理由を表 1に示す。表 1の材料のう

ち，SUS316Lに対する耐食性について評価を行った。 

 

表 1 増設多核種除去設備を構成する主な機器の使用材料と選定理由 

機器 材料 選定理由 

吸着塔 
SUS316L 
炭素鋼 

処理対象水に海水由来の塩分が含まれており，腐食
が懸念されることから，中性領域においてはゴムラ
イニング付の炭素鋼を使用する。アルカリ性領域に
おいては，中性領域よりも腐食の発生の可能性が低
いことから，耐食性に優れる SUS316L を使用する。
ただし,多核種除去設備において，活性炭を収容す
る吸着塔及び近傍のフランジ部に，微小なすき間腐
食が確認された知見を踏まえ，当該箇所においては
ガスケット型犠牲陽極を設置する。 

高性能容器 ポリエチレン 

収容するスラリー及び吸着材の脱水後の残水には，
海水由来の塩分が含まれていることから，約 20年
の貯蔵期間を想定し，金属材料よりも耐食性に優れ
るポリエチレンを使用する。  

タンク類 
SUS316L 
炭素鋼 

処理対象水に海水由来の塩分が含まれており，腐食
が懸念されることから，中性領域においてはゴムラ
イニング付の炭素鋼を使用する。アルカリ性領域に
おいては，中性領域よりも腐食の発生の可能性が低
いことから，耐食性に優れる SUS316L を使用する。 

配管 
（鋼管） 

SUS316L 
炭素鋼 

処理対象水に海水由来の塩分が含まれており，腐食
が懸念されることから，中性領域においてはゴムラ
イニング付の炭素鋼を使用する。アルカリ性領域に
おいては，中性領域よりも腐食の発生の可能性が低
いことから，耐食性に優れる SUS316L を使用する。 

配管 
(ポリエチレン管) 

ポリエチレン 
耐食性に優れることから，屋外配管に主に使用す
る。 
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2.1 ステンレス鋼（SUS316L）及び炭素鋼の耐食性について 

炭素鋼は，ゴムライニング施工するため腐食の発生の可能性はない。 

ステンレス鋼（SUS316L）の腐食モードを表 2に示す。腐食モードに対する耐食性につ

いて，表 3に示す使用範囲を考慮し評価を実施した。 

 

表 2 使用材料における腐食モード 

使用材料 腐食モード 

ステンレス鋼 
（SUS316L） 

塩化物応力腐食割れ（SCC） 

すきま腐食 

孔食 

全面腐食 

 

 

表 3 ステンレス鋼（SUS316L）を使用する範囲の環境 

使用材料 使用範囲 
塩化物イオン 
濃度[ppm] 

常用温度 
[℃] 

最大流速 
[m/s] 

pH 

ステンレス鋼 

（SUS316L） 

前処理設備 13000 60 2.8 11.8～12.2 

多核種吸着塔 1～5塔目 13000 40 1.5 11.8～12.2 

 

a. ステンレス鋼の応力腐食割れ（SCC） 

応力腐食割れ（SCC）の発生には，使用温度と塩化物イオン濃度が寄与する。塩化物

イオン濃度が 10ppmを超える条件においては一般的に 316系の SCC発生限界温度は

100℃といった値がよく用いられており，使用温度 60℃，塩化物イオン濃度 13000ppm

の使用環境では，塩化物応力腐食割れ（SCC）が発生する可能性は低いと考えられる。

1) 

 

 

b. ステンレス鋼のすきま腐食 

すきま腐食の発生には，使用温度と塩化物イオン濃度等が寄与し，増設多核種除去設

備の環境下では，すきま腐食が発生する可能性は否定できない。1)このため，すきま腐

食が発生する可能性のある箇所についてガスケット型犠牲陽極を設置するとともに，定

期的な点検・保守を行っていく。 

 

c. ステンレス鋼の孔食 

孔食の発生には，自然電位，使用温度，塩化物イオン濃度が寄与する。ステンレス鋼

の自然電位は pH に依存し，pHが低いほど自然電位は高く孔食が発生する可能性が高く

1) 化学工学協会編: “多管式ステンレス鋼熱交換器の応力腐食割れ,” 化学工業社 (1984)． 
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なるが，増設多核種除去設備の環境下では，孔食が発生する可能性は低いと考えられる。

2) 3) 

 

d. ステンレス鋼の全面腐食 

全面腐食の発生には，pH及び流速が寄与する。pH11.8～12.2の使用環境では不動態

皮膜は安定である。また，最大流速 2.8m/s（9.2feet/s）では，全面腐食が進行する速

度は小さいと考えられる。4) 5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 腐食への対応方針 

 増設多核種除去設備で使用しているステンレス鋼（SUS316L）の腐食モードとして、すき

ま腐食が想定される。対応方針として，すきま腐食が発生する可能性のある箇所について

ガスケット型犠牲陽極を設置するとともに，定期的な点検・保守を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 増設多核種除去設備における液性 

以 上

1) 宮坂松甫他，「ポンプの高信頼性と材料」，ターボ機械 第 36巻 第 9号，2008年 9月 

2) M. Akashi, G. Nakayama, T. Fukuda: CORROSION/98 Conf., NACE International, Paper No. 158 (1998). 

3) ステンレス協会編: “ステンレス鋼データブック,” 日刊工業新聞社, p. 270 (2000). 

4) ステンレス協会編，ステンレス鋼便覧 第 3版，日刊工業新聞社 

5) 腐食防食協会編，腐食・防食ハンドブック，丸善 
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別添－２ 

 

高性能容器の水素到達濃度評価 

 

高性能容器に収容するスラリー及び吸着材のうち、容器内の水素到達濃度が最も高くな

るスラリーを収容する高性能容器の評価結果を以下に示す。 

 

1. 水素発生量評価 

水素は、吸着した核種の崩壊エネルギーが容器内に残留する水に吸収され発生する。 

水素発生速度H(mol/s)は次式により算出する。 

 

ADVGH  191024.6α  

 

H：水素発生速度 

G：水が100eVのエネルギーを吸収した際に発生する水素分子の個数、0.45 

α：含水率、1.0（スラリー） 

V：ＨＩＣ内充填物体積、2.61m3（高性能容器タイプ2） 

D：吸収熱量、1.3E-05（W/cm3） 

A：アボガドロ数（6.02×1023個/mol） 

 

2. 水素到達濃度評価 

高性能容器内の水素到達濃度は、水素発生量と濃度勾配から生じる拡散による水素排出量

を考慮し、以下の方法で評価する。 

 

2.1 評価体系 

評価体系を図１に示す。 
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2.2 高性能容器の拡散係数 

ベント孔及びフィルタの拡散係数から、高性能容器の拡散係数を算出する。 

 

Dtotal：高性能容器の拡散係数 

Dhole：ベント孔の拡散係数、m×8.36×10-8(m3/s)、 

m：ベント孔の個数、32（個） 

Dfilter：フィルタの拡散係数、n×3.66×10-7(m3/s)、n=13 

 n：フィルタの個数、13（個） 

 

2.3 水素の到達濃度評価結果 

高性能容器内の水素濃度 CHIC[%]は以下の式から算出される。 

 

 

  

 評価の結果、ＨＩＣ内の水素到達濃度は約 2.3％となり、可燃限界を下回る濃度となる。 

 

以上 

 

 

 

total

HIC
D

H
C  45.2
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別添－３ 

増設多核種除去設備 汚染拡大防止対応状況について 

 

1. 概要 

多核種除去設備Ｂ系のクロスフローフィルタパッキン損傷に伴う炭酸塩スラリーの透過

事象により、その下流の配管、多核種除去設備の処理済水を貯蔵するタンク等において、

全β濃度の上昇を確認した。 

また、上記事象により、汚染拡大防止の観点から、運転中のＡ／Ｃ系統の停止も余儀な

くされた（その後、Ａ／Ｃ系統は健全であることが確認されたことから、汚染された系統

の洗浄のため再起動を実施）。 

 そのため、増設多核種除去設備においては、当該事象を踏まえ、以下の対策を追加で実

施することにより、上記と同様な事象発生時の汚染拡大を防止するとともに、健全な系統

による浄化が可能な構成とする。 

・ 多核種移送設備（サンプルタンク、増設多核種除去設備用移送ポンプ）の導入 

・ サンプルタンクが万一汚染した場合の再処理ラインの設置 

 また、当面の間、クロスフローフィルタ出口においてＣａ濃度測定を実施し、炭酸塩ス

ラリーの透過がないことを確認する。 

 

2. 多核種移送設備、再処理ライン等の設置 

増設多核種除去設備の処理済水は当初、移送ポンプから処理済水を貯蔵するタンク（多

核種処理水貯槽）へ直接移送する計画でいたが、多核種除去設備で発生した貯蔵タンク等

の汚染を踏まえ、サンプルタンク、増設多核種除去設備用移送ポンプを設置する。 

また、増設多核種除去設備用移送ポンプの下流から増設多核種除去設備の処理水受入タ

ンクへの戻りラインを設置し、万一サンプルタンクまで汚染した場合は、当該汚染水を再

処理する。 

当該のライン設置により、損傷系統以外の系統は上記の汚染水の再処理を含めて運転継

続することが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 多核種移送設備、再処理ライン等の概要 

【増設多核種除去設備】

Ｐ
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タンク等

予備

A系
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C系

処理水受入タンク

予備

移送タンク 移送ポンプ

Ｐ

前処理装置、多核種除去装置

多核種除去
装置処理水
貯蔵タンク

Ａ

B

C

Ｐ

増設多核種除
去設備用
移送ポンプ

サンプル
タンク

Ｐ

再処理ライン

【増設多核種除去設備】

Ｐ

RO濃縮塩水
タンク等
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タンク等

予備
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Ｐ
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装置処理水
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B

C

Ｐ
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サンプル
タンク

Ｐ

再処理ライン
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3. 汚染発生時の対応の流れ 

【評価条件】 

 運転系統：A～C 系の 3系列運転 

 サンプルタンクは Aが受入れ中、Cが払い出し中 

 サンプルタンク Aの分析にて汚染を確認。調査の結果、A系が損傷したことを確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 汚染発生時の対応ステップ（１／２） 
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【STEP1：A系隔離、B/C系による系統洗浄】

【STEP2：系統浄化確認後※にサンプルタンクA隔離&Bへ切替え】
※：系統浄化に時間がかかる場合は、予備のラインへ切替え
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【STEP3：再処理ラインによるサンプルタンクの浄化
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図 2 汚染発生時の対応ステップ（２／２） 

 

4. その他（βモニタの概要） 

 更なる信頼性向上の観点からβモニタを設置する。 

 運用としては、多核種除去設備からサンプルタンクへの移送ラインより処理水を抜

き出し、モニタリングする。モニタリング後の水は、処理水移送タンクへ移送する。 

 万一、βモニタで汚染が確認された場合、系統毎のラインに切替え、損傷発生系統

を特定することができるライン構成となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 βモニタシステムの概要 
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別添－４ 

 

処理済水による炭酸ソーダ生成・供給に係る機器の具体的な安全確保策 

 

 処理済水による炭酸ソーダ生成・供給に係る下記の機器の具体的な安全確保策を以下の

通り定め，実施する。なお，下記の機器については「添付－７ 増設多核種除去設備の具

体的な安全確保策」の対象範囲外とする。 

a.炭酸ソーダ溶解槽 

b.炭酸ソーダ貯槽 

c.炭酸ソーダ溶解槽移送ポンプ 

d.炭酸ソーダ貯槽 1供給ポンプ 

e.主要配管 

・移送ポンプ出口分岐部から炭酸ソーダ溶解槽まで 

（鋼管） 

・炭酸ソーダ溶解槽から炭酸ソーダ貯槽まで 

（鋼管），（耐圧ホース） 

・炭酸ソーダ貯槽から共沈タンクまで 

（鋼管），（耐圧ホース） 

・炭酸ソーダ貯槽から多核種除去設備建屋入口まで 

（鋼管），（耐圧ホース），（ポリエチレン管） 

 

1.放射性物質の漏えい防止等に対する考慮 

(1) 漏えい発生防止 

a. 腐食による漏えい発生防止のため，液性等に応じて，炭素鋼（内面ライニング），ス

テンレス鋼等を採用する。（別添－１） 

b. タンクには水位検出器を設け，オーバーフローを防止するため，インターロックの作

動によりポンプを停止する設計とする。 

c. 鋼材の継手部は，可能な限り溶接構造とする。ポリエチレンの継手部は，可能な限り

融着構造とする。また，漏えい堰等が設置されない移送配管等で継手部がフランジ構

造となる場合には，シール材又は発泡剤の充填を実施し漏えい防止カバーを設置する。 

d. ポンプは，軸封部が無く軸封部があるポンプと比較して漏えいリスクの低いダイヤフ

ラムポンプ及びキャンドポンプを採用する。 

 

(2) 漏えい検知・漏えい拡大防止 

a. スキッド毎に漏えいパン及び漏えい検知器を設け，漏えいを早期に検知する。また，

漏えいの拡大を防止する堰及び床面に漏えい検知器を設ける。 
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b. 漏えいを検知した場合には，免震重要棟集中監視室及びシールド中央制御室に警報を

発し，運転操作員によりカメラ，流量等の運転監視パラメータ等の状況を確認し，適

切な対応を図る。 

c. 漏えい水のコンクリートへの浸透を防止するため，設置エリアには床塗装を実施する。 

d. ポリエチレン管とポリエチレン管の接合部は漏えい発生を防止するため融着構造と

することを基本とし，ポリエチレン管と鋼管の取合い等でフランジ接続となる箇所に

ついては養生を行い，漏えい拡大防止を図る。 

・移送配管から漏えいが確認された場合は，ポンプを停止し，系統の隔離及び土嚢

の設置等により漏えいの拡大防止を図る。 

・移送配管は，使用開始までに漏えい確認等を実施し，施工不良等による大規模な

漏えいの発生を防止する。 

・建屋内の移送配管において漏えい検知器が設置されていない箇所に敷設する場合

は，漏えいした水を漏えい検知器が設置されている箇所に導くために配管下部に

受けを設置する。 

 

2.放射線遮へい・崩壊熱除去 

(1) 放射線遮へい（被ばくに対する考慮） 

a. 機器からの放射線による雰囲気の線量当量率が 0.1mSv/h 以下（放射線業務従事者が

作業を行う位置で，遮へい体を含む機器表面から 1m の位置）となるよう適切な遮へ

いを設ける。 

b. 通常運転時は，免震重要棟集中監視室及びシールド中央制御室から遠隔での監視及び

操作を可能とする。 

c. 保守作業時の放射線業務従事者の被ばく低減のため，機器の洗浄が行える構成とする。 

 

(2) 崩壊熱除去 

処理対象水に含まれる放射性物質の崩壊熱は，通水時は処理水とともに熱除去される。 

 

3.可燃性ガスの滞留防止 

水の放射線分解により発生する可能性のある可燃性ガスは，通水時は処理水とともに排

出される。 

 

4.環境条件を踏まえた対応 

(1) 腐食 

汚染水処理設備の処理済水を処理することから塩化物イオン濃度が高く，また薬液注入

によりｐＨが変動することから，耐腐食性を有する材料を選定する（別添－１）。 
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(2) 凍結 

水を移送している過程では，凍結の恐れはない。水の移送を停止した場合，凍結による

破損が懸念される 40A 以下の配管に対し，保温材もしくはヒータを設置する。屋外に敷設

されているポリエチレン管は，水の移送を停止した場合に凍結による破損が懸念されるた

め，凍結しない十分な厚さを確保した保温材を取り付ける。なお，保温材は，高い気密性

と断熱性を有する硬質ポリウレタン等を使用する。 

保温材厚さの設定の際には，「建設設備の凍結防止（空気調和・衛生工学会）」に基づき，

震災以降に凍結事象が発生した外気温-8℃，内部流体の初期温度 5℃，保温材厚さ 21.4mm

の条件において，内部流体が 25％※凍結するまでに十分な時間（50 時間程度）があること

を確認した。なお，震災以降の実測データから，外気温-8℃が半日程度継続することはな

い。 

 ※「JIS A 9501 保温保冷工事施工標準」において管内水の凍結割合を 25%以下と推奨 

 

(3) 耐放射線性 

ポリエチレンは，集積線量が 2×105Gyに達すると，引張強度は低下しないが，破断時の伸

びが減少する傾向を示す。ポリエチレン管の照射線量率を 1Gy/h と仮定すると，2×105Gy

に到達する時間は 2×105時間（22.8 年）と評価される。そのため，ポリエチレン管は数年

程度の使用では放射線照射の影響を受けることはないと考えられる。 

系統バウンダリを構成するガスケット，グランドパッキンについては，他の汚染水処理設

備で使用実績のある材料を使用しており，数年程度の使用は問題ない。 

 

(4) 熱による劣化 

熱による劣化が懸念されるポリエチレン管については，処理済水による炭酸ソーダ生

成・供給に係る機器で扱う水の温度がほぼ常温のため，劣化の可能性は十分低い。 

 

(5) 紫外線 

屋外に敷設されているポリエチレン管は，紫外線による劣化を防止するため，紫外線防

止効果のあるカーボンブラックを添加した保温材を取り付ける，もしくは，カーボンブラ

ックを添加していない保温材を使用する場合は，カーボンブラックを添加した被覆材また

は紫外線による劣化のし難い材料である鋼板を取り付ける。 
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5. 規格・基準等 

「JSME S NC-1発電用原子力設備規格 設計・建設規格」，日本工業規格（JIS規格），

ISO規格を準拠する。 

 

6. 耐震性及び構造強度 

(1) 耐震性 

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の Bクラスに相当する設備と位置付け

る。機器及び鋼管の耐震性を評価するにあたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技

術規程」等に準拠する。評価の結果，各機器について算出応力に対し十分な強度を有する

ことを確認した。また，鋼管については，定ピッチスパン法に基づき定められた間隔で支

持することにより，地震応力が過大とならないようにする。 

耐震性評価は，「添付資料－３ 増設多核種除去設備の耐震性に関する計算書」参照。 

なお，ポリエチレン管，耐圧ホースについては，材料の可撓性により耐震性を確保する。 

 

(2) 構造強度 

「JSME S NC-1電用原子力設備規格 設計・建設規格」に準拠し設計する。評価の結果，

各機器について必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有することを確認した。 

 構造強度評価は，「添付資料－４ 増設多核種除去設備の強度に関する計算書」を参照。 

なお，ポリエチレン管は ISO規格，または，JISに準拠し，耐圧ホースは，流体・圧力・

温度条件に合致した十分実績のあるものを採用することで、必要な強度を確保するものと

する。 

以上 



 

 

添付資料－８ 
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増設多核種除去設備の確認試験結果について 

 

増設多核種除去設備は，汚染水処理設備の処理済水に含まれる放射性核種（トリチウム

を除く）を『東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物

質の防護に関して必要な事項を定める告示』に定める周辺監視区域外の水中の濃度限度（以

下，「告示濃度限度」という。）を下回る濃度まで低減することを目的として設置した。 

 

系統流量などの運転状態に関する使用前検査を実施後，平成 26年 9月より，増設多核種

除去設備の性能を確認する確認試験（ホット試験）を実施し，その後のホット試験におい

て上記性能について確認してきた。 

これまでのホット試験において，増設多核種除去設備で使用する各吸着材が，一定の使

用期間を経ても，上記性能を有する設備であることを確認した。 

 

以上 

 

 


